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径路の特質 1

杉原　薫

１　問題の設定─東アジアとの比較から─

グローバル・ヒストリーを、西ヨーロッパ、東アジア、南アジアといっ
た大きな地域の長期的な経済発展径路の交錯として考えようという動
きが強まっている。日本経済史においては、現在までの発展のルーツを
江戸時代の経済発展に求める見解は通説化しているが、18世紀の中国
の先進地域における発展を強調したビン・ウォンやポメランツの研究が
刺激となって、日本、中国の先進地域に共通の「東アジア型経済発展径
路」が16-18世紀以降現在まで存在したという視点が成立しつつある
［Wong 1997, Pomeranz 2000,  Sugihara 2003］。東アジア（中国と日本）
は1820年に推定世界人口の40％、推定世界ＧＤＰの36％を占めていた
のに対し、西ヨーロッパ（12ヶ国）のそれはそれぞれ11％、21％にすぎ
なかった（推計は［Maddison  2001］ による。以下同じ）。中国の経験は、
膨大な人口を抱え込む経済の力と、それを支える帝国サイズの領土と制
度を維持したまま、19世紀中葉から現在にかけての大きな経済変動と工
業化を経験した点で、主権国家システムに移行した西ヨーロッパのそれ
とは根本的に異なるものだった。徳川日本も、中国を中心とする東アジ
アの国際秩序のなかで、「勤勉革命」とも呼ばれる発展を遂げた。長期
の発展径路の視点に立てば、19世紀における「西洋の衝撃」も、東ア
ジアの地域システムを崩したのではなく、むしろ地域システムは西洋の
技術や制度を土着のシステムにあわせて吸収することによって世界経
済の一部として再編されたということになる。
それでは東アジア型経済発展径路とは何か。この地域の先進地帯で
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は、遅くとも18世紀には土地の稀少性と、それへの対応としての労働集
約的技術、労働吸収的制度の発展という特徴が見られた。農業において
は、労働生産性（例えば1人あたりの米の収量）の増加ではなく、土地
生産性（例えば１へクタールあたりの米の収量）の増加が目標とされ、プ
ロト工業も、しばしば稲作農耕を中心とした小農家族経済の一環として
発達した。その結果、農業労働者は大きな階層としては成立せず、工業
化の基幹労働力となったのは、主に小作・自作農世帯の出身者であった
［杉原 2004］。小農経済から工業化へというのが東アジア型発展径路の
基本線だったのである。東アジア型径路は、工業化してからも労働集約
型を維持し、技術も、要素賦存状況を反映して、資源節約的な方向に向
かう傾向を持った。それは、私的所有権の確立と土地なし労働者の集積
によって成立したイギリス資本主義と資本集約的・資源集約的な径路を
発達させたアメリカ資本主義によって特徴づけられる西洋型径路とは
異なる径路であり、両径路は交錯しつつも、長期にわたって並行して発
展してきた。グローバル・ヒストリーをこのように捉えるのが、西洋型
発展径路が自余の世界に一方的に普及したとする立場に異議を唱える
「二径路説」である。
それでは、このような議論をふまえてインド亜大陸の長期的な経済発
展径路を理解しようとすると、どのようなことが考えられるであろうか。
そもそも南アジア型径路は存在したのか。こうした問題につき論点を整
理することが本稿の課題である。次節では、生産を基準とする東アジア
型径路の視点から両地域を比較し、第３、４節ではそれだけでは捉えき
れない南アジアの特質に論を進める。紙幅の都合もあり、当然言及すべ
き多くの文献に触れ得なかったことをお断りしておきたい。

２　労働吸収と資源・エネルギーの確保

①まず、通説では、インドでは1870年頃までは土地は稀少ではなかっ
たとされている。したがって、要素賦存状況からすれば、土地よりも労
働のほうが稀少であり、長期的な労働集約型の発展径路は見られなかっ
たと考えるのが自然である。
しかし、労働はたしかに農繁期には稀少だったが、それ以外の時期に
は余剰労働が存在し、多くの人々が労働をしていた可能性がある。農業
労働の需給の季節的変化は多かれ少なかれどこでも見られる現象であ
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るが、インドでは、とくにそれが重要だった。というのは、年間降雨量
が500ミリから1000ミリの「半乾燥地域」が耕作面積の半分近くを占め
ており、降雨量1000ミリ以上の穀物栽培地帯でも、降雨の時期は季節
的にきわめて偏っていたので、労働需要も時期的に大きく変動する傾向
があったからである。20世紀のデータで見ても、インド農業の年間労働
日数は、他地域に比べて決して多くない。厳密な意味での農繁期が短く、
それ以外の時期の農業労働が気候の大きな制約を受けていたとすると、
余剰労働が広い地域で長期間、大量に存在した可能性がある。
他方、耕地そのものが稀少化したとは言えないとしても、森林、非耕

地の減少・劣化が進んだ可能性は高い。森林の減少は、人口増加や耕
地の拡大を背景に、長期にわたって進行したが、江戸時代の日本の植林
のような対応は見られなかった［Richards  1985, Richards  2003］。にも
かかわらず、水も、森林を含む自然環境から得られる稀少な資源も、時
期が下るにつれて、ますます大量に需要されるようになった。これらの
趨勢はいずれも、少なくともゆるやかにはムガル期に始まっていたもの
と想像される。薪や糞などのエネルギー資源の確保は、水と同様に、直
接生産と生存にかかわるものである。非耕地が減少するか、耕地、非耕
地の質が低下すれば、水や薪を確保するために要する労働の量は増加
し、1単位の労働がもたらす水や薪の量は低下したであろう。すなわち、
より広い環境上の制約、とくに水の季節的・絶対的制約と、それとも関
連したエネルギー資源の制約が、労働需要の性格を規定する重要な要因
だったのではなかろうか。

16-19世紀半ばまでのインドの労働をめぐる環境をこのような観点か
ら考えると、人口増加、耕地の拡大を背景とする生態系の変化・制約の
多くは、増加した人口や農繁期以外の時期の余剰労働を吸収することに
よって克服されていたと考えられる。脇村孝平は、大島真理夫編『土地
希少化と勤勉革命の比較史―経済史上の近世―』に執筆した最近の論
文のなかで、半乾燥地帯の農業は必ずしも労働集約型に収斂せず、イン
ドには「勤勉革命」は成立しなかったとした。そして、そのこととサー
ビス・セクターでの雇用が多いことを結びつけた［脇村 2009］。勤勉革
命を農業生産を中心に捉える従来の理解に従えば、そのとおりであろ
う。ここではそれと同時に、より広い環境上の制約が、農業生産以外の
局面で大量の労働吸収につながっていた可能性を指摘したい。
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とはいえ、労働吸収がつねに可能だったわけではない状況の下では、
水や燃料の調達から、それを使った農業、食品加工にいたるまでの多く
の過程で、労働吸収とともに、資源節約、労働節約のための努力もなさ
れたものと想像される。市場の発達とともに、効率的な技術が選択され
るようになったことも事実である。ただ、大量の余剰労働が１年のうち
のかなり長い期間にわたって存在する場合、技術発展が全体として急速
に労働節約的な方向に向かったということはありそうにない。
労働吸収の方法は、強制を伴うもの、カースト制度を利用したもの、
家族労働の吸収などが共存し、東アジアよりも多様だったように思われ
る。在来の技術と資源にもとづくプロト工業、商業的農業、市場の発達
の度合いにおいて、インドと同時期の中国のあいだに大差がなかったと
すると、インドには、土地生産性の上昇に収斂していった東アジアの
ケースとは異なった、環境の多様な違いにもとづく地理的分業や、資源・
エネルギーの分配を核にした農村内部での階層化が進み、より広い環境
上の制約に対応できるような発展径路が形成されたと考えるのが自然
であろう。しかし、労働生産性の上昇を志向し、資本集約的・資源集約
的な技術の発達に向かった西洋型径路に比較すれば、インドの農村の発
展径路は、どちらかといえば労働集約型・資源節約型の範疇に入るもの
と考えられる。
②19世紀後半以降、急速な人口増加で土地への圧力がかかり、農業

でも労働集約型の発展が見られた。柳澤悠によれば、マドラス管区では
井戸灌漑の増加、二毛作（二期作）化、肥料の使用増加などの「集約
化」傾向が見られた。この時期のインドに余剰労働力が豊富に存在した
とする一つの間接的な証拠は、大量の出稼ぎ労働者の移動である。域内
のプランテーションや鉱山に動いた人たちのほかに、1830年代から約
100年のあいだに延べ3000万人を超える人たちが東南・南アジアなどに
移民した（ただし、高賃金を得られる白人の入植地への移民はきわめて
限られていた）［杉原 1996: 267-292、杉原 1999］。最大の移民供給源だっ
た南インドでは、社会的地位の低い農業労働者世帯は、移民などによっ
て獲得した資金で小さな土地を取得して、家族労働によって労働集約的
な農業を行い、経済的地位を向上させた。集約化の傾向は、移民数が減
少した独立後にも続き、「下層民の自立」の大きな要因となった［柳澤 
1991］。要するに、19世紀後半以降の農業においては、東アジアに似た
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労働集約的技術や労働吸収的制度が一部の地域で発達したものと考え
られる。
また、ロイの研究が明らかにしているように、工業においても労働集
約型の発展が見られた。ランカシャー綿布の浸透にもかかわらず、労働
集約的な手織綿織物業は広汎に生き残り、20世紀初頭以降、量的に発
展するとともに、労働生産性の上昇を経験した［Roy 2002］。金糸、真
鍮製品、皮革、ショール、絨毯など、在来の技術や伝統的な消費構造に
支えられた多くの労働集約的産業の残存と、その技術革新への適応力、
雇用創出力も明らかにされつつある［Roy 1999］。柳澤は、精米工場、落
花生工場、ビーディー（安価なタバコ）生産、綿繰工場、メリヤス工業
などを検討し、小規模工業が、国内の非エリート層の需要を対象として
発達したこと、低階層の消費パターンの変化がその発展を支えたことを
強調した［柳澤 2004］。近代工業と在来産業との共存では、例えば手織
綿織物業がしだいにボンベイの機械製綿糸を使うようになったというよ
うに、東アジアのパターンに似た径路をたどった。きわめて生産性の低
い手紡・手織部門が生き残った点も共通している。広汎な伝統部門にお
ける労働生産性の緩やかな上昇が成長と雇用創出をつなぐ役割を果た
すという、アジアの工業化のこうした特徴は、「労働集約型工業化」と
して概念化されつつある［Roy 2005, Sugihara 2007］。

３　多文化性・広域性・開放性

①次に、本稿の冒頭で述べたグローバル・ヒストリーにおける「二径
路説」では前面に出ていないが、南アジアの長期発展径路を考える際に
は重要だと思われる点を考えてみよう。まず、インドは植民地化された
のだから、東アジアと同じような意味での数世紀にわたる連続性、径路
依存性は存在しないのではないかという疑問がありうる。しかし、16-18
世紀におけるインド洋交易圏のなかで鍛えられたこの地域の多文化性、
広域性、開放性は、植民地期における変容にもかかわらず、南アジアの
長期発展径路を東アジアのそれから区別する特徴の一つでありつづけ
たように思われる。
Ｋ・Ｎ・チャウドリが、イスラムの勃興から18世紀にいたるインド洋
交易の歴史を念頭において概念化した文明間交易のイメージはこうで
ある［Chaudhuri 1985, do. 1990］。インド洋では、大航海時代以降のヨー
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ロッパ商人の頻繁な到来にもかかわらず、地域間交易の構造は、数世紀
にもわたってあまり変化せずに行われるのが常であった。インドを中心
とするインド洋交易の規模は、おそらく大西洋貿易や東シナ海を中心と
する東アジア交易圏に匹敵した。世界の物産がほとんどすべて取引され
ていたという点では、他の交易圏よりも多様で豊かであったと考えられ
る。そこでは、綿織物、絹織物のような工業品から食糧、香料などの第
一次産品、貴金属にいたるまで、実に多様な商品が、ローカルな交易、
地域間交易、遠隔地交易のさまざまなレベルで取引されていた。亜大陸
の半乾燥地帯出身の商人たちは、遊牧や焼畑農耕を中心とするみずから
の出身地で富を蓄えることはむずかしくても、その周辺にある天水農業
地帯や灌漑地帯との交易の経験をとおして、環境、文化の差を利用した
交易に稀有の能力を発揮した［Markovits 2003］。
にもかかわらず、交易のかたちは、近現代に見られる工業化型の貿易

とはまったく異なっていた。たとえばある種の貝殻（貨幣として使用）
やある種の綿布は、ある地域から相当距離の離れた他の地域へ、何世紀
も輸出されつづけた。その間需要の性格が変化したこともなければ、技
術移転や輸入代替の努力が生じた形跡もない。交易は商人によって担わ
れ、生産に携わった人たちは消費する人たちの価値観や文化について関
心を払うこともない。
なぜこういうことが起こるかと言えば、それは、文明の異なる地域の
間で交易が行われているからだ。たとえば、ある村で牛を殺したり、生
産的に利用することはタブーとされると同時に、牛糞を燃料として利用
する技術が発達しているというようなことが各地で存在するとしよう。
あるいはある地域では貝殻が貨幣として使用され、他の地域では流通し
ない、という想定でもよい。要するに、ある文明では他の文明よりもあ
る物産により高い価値が付与されたり、逆に生産はされても価値が付与
されなかったりした場合には、交通費と取引費用さえカバーできれば、
交易の機会は永遠に存在しうるのである。商人は、情報が漏れることを
心配する必要はなく、安心して交易に従事し、利潤を獲得できる。チャ
ウドリは、こうした交易の長期にわたる存続の中に、交易の一つの一般
的なかたちを見た。そしてそれを「需要が誘発した交易」と名づけ、生
産要素のあり方と生産のリズムが規定するところの工業化型貿易と区
別した。少なくとも交易の原因論としては、このほうが本質を衝いてい
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るかもしれない［杉原 2003a: 第3章］。
②19世紀後半以降のインド経済は、第一次産品輸出経済として遠隔

地貿易をつうじた欧米との国際分業体制に構造的に組み込まれていっ
た［松井 1969］。その結果、港市志向型の大規模な鉄道網の発達や沿
岸・河川交易によって国内市場が統合された。イギリスなどの工業品が
浸透するとともに、内陸部から第一次産品が港に運ばれた。国内市場の
統合を支える交通インフラが外的要因の主導で成立したことは、東アジ
アとの大きな違いである。内陸部の耕地拡大は、しばしば森林伐採や非
耕地の劣化をもたらした。この悪循環が世界経済への統合によって加速
したことは間違いない。
しかし、その交通網にのって、穀物や綿布の国内交易も増加した。イ
ンドの労働集約型工業化は、欧米との遠隔地貿易とは区別されるところ
の、アジア・アフリカの地域間貿易の発達を促進した［杉原 1996: 第6
章］ 。第一次大戦期以降、インドの鉄道輸送の過半は、遠隔地貿易関連
というよりは、国内市場を結ぶものとなった［杉原 2002］。半乾燥地帯
出身の商人ネットワークは、この時期にも重要な役割を果たした
［Markovits 2003］。こうして、屈折したかたちではあるが、労働集約型
工業化のためのインフラが形成されたと言えよう。 
鉄道網の発達はまた、国内の燃料市場に大きな変化をもたらした。森
林の伐採が進むとともに、商業エネルギーとしての石炭の利用が進ん
だ。在来の資源・エネルギーの生産と流通の一部は、その変化に耐えら
れず、衰退した。鉄道は、木材の需要においても、燃料としての石炭の
需要者としても、新しい市場の形成に中心的な役割を演じた。ただ、イ
ンドの石炭業は他国のように技術革新に結びつくよりも、労働集約的な
産業にとどまり、効率的なエネルギー市場の発達は見られなかった。他
方、地域内部での在来資源・エネルギーの競争が、より広汎なエネル
ギー源の利用や、資源節約的な技術発展を促す傾向も見られた［神田 
2005］。
つまり、労働集約型径路も、在来資源・エネルギーの効率的利用によ

る資源節約型径路も、外的衝撃に耐えかねて衰退した部分も少なくな
かったが、決して壊滅したのではなかった。生き残った部分が、国際的
な連関に晒されながら、ローカル、リージョナルな市場で競争力を身に
つけた側面にも注目する必要があろう。
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独立後の輸入代替工業化の時期には、こうした国際的連関のインパク
トは弱まり、むしろ人口の増加が労働集約型、資源節約型の発展の背景
となった。こうした競争の性質の変化の結果、破壊的な外的プレッ
シャーが緩和された一方で、高度成長をとげた東アジア諸国で見られた
ような、労働の質、教育水準の向上が市場の力によって促されるという
連関はあまり機能しなかった［杉原 2003b参照］。それが大きく変化す
るのは1991年の政策転換を待たねばならない。

４　生存基盤の確保

①「二径路説」で南アジアを考える際の、もう一つの重要な問題点は、
同説が発展径路を「生産」の局面で捉えていることである。生産過程に
おける変革が社会変化を主導している場合にはそれで説得力があるが、
発展径路がつねに生産のあり方によって決まるわけではない。資本主義
世界経済に組み込まれた後も、社会にとっては「生存」が「生産」より
もより基本的な課題だと認識されることも多い。実際、南アジアにおい
ては、温帯に属する西ヨーロッパや東アジアの先進地域に比べると、環
境の不安定性は大きな問題であり続けた。したがって、生存基盤の確保
という観点から人間や自然環境の持続・再生産を分析するには、生産要
素としての労働や土地その他の資源を論ずるだけでは不十分な可能性
がある［杉原 2010］。
ここでは水に焦点を当ててこの点を考えてみよう。
A　河川の氾濫や干ばつなどによる、広域にわたる生態系の不安定性
は、東アジアの発展地域よりも南アジアのほうが顕著であった。もちろ
ん、パンジャーブでの灌漑のように、イギリスの技術が威力を発揮した
場合もあった［Addison 1935］。しかし、例えばベンガルの河川は、少
なくとも18世紀以来何度も大氾濫を起こしてきたことが確認される
［Hofer 2006］。大河川の下流で農耕に従事する農民は、氾濫が来るこ
とを想定し、しばしば耕地の位置を変化させてきた。イギリスのもちこ
んだ技術や制度は、基本的にそうした在来の対応を評価せず、かと
いって氾濫をコントロールすることもできなかった。土地の生産性の向
上に成功した日本や揚子江下流では、これに類する規模の不安定性は
見られなかった。しかし、それはどちらかと言えば例外であり、同様の
氾濫の事例は中国の大河川にも見られる。
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B　19世紀末から20世紀初頭のインドにおいては、飢饉と、それに誘発
されたマラリアなどの疫病による死亡率の上昇が生じたが、その分布
と半乾燥地帯における水不足とのあいだにある程度の関係が見られた
ようである［Wakimura 2009］。村の人口の２割ほどを一挙に失うとい
うレベルの「社会の崩壊」が広範囲に、繰り返し起これば、その社会の
価値観、出生率、教育などにも深刻な影響を与えるであろう。しかも、
それは、社会の後進性に起因するというよりは、交通網の整備と第一次
産品輸出経済の発展による人とモノの移動に、すなわち生態系の特徴
を十分理解しないままに行われた「開発」という現象に密接に関係して
生じた問題でもあった［脇村 2002］。
他方、北東アジアでは、もちろん水不足の地域は多く、飢饉も頻発し

たが、疫病は稀であった［Li 2007］。そして、飢饉が疫病を誘発しなかっ
た西ヨーロッパや東アジア（とくに先進地域）では、生産と生存の関係
は、食糧と人口の関係として理解された。これに対し、南アジア社会で
は、疫病対策が食糧の増産より優先されるべき状況がしばしば存在し
た。飢饉と疫病の相関がもたらす大きな危機は1920年代以降稀になっ
たが、水の確保を含め、衛生、健康にかかわる生存基盤の整備は独立
後も大きな問題であり続けた。
C　水の利用可能性は、土地の耕作可能性と人間の生存可能性の両方
にとって決定的な要因だった。だが、イギリス植民地政府は、土地所有
を基礎とするフォーマルな制度を導入し、生産の増加と地税収入の確
保に関心を集中した。河川用水路灌漑にも強い関心を払ったが、多く
の場合、農民のローカルな知識を生かしたインフォーマルな運営に委
ねられた。かくて、例えば南インドの貯水池灌漑地域では、水門の管理、
分配や水不足の年の作付けの変更のような重要な決定に（旧）アウト
カーストが大きな役割を果たすというように、カースト制度を支える権
威や社会ヒエラルキーが制度のなかに組み込まれている事例が見られ
た［Mosse 2003: 79, 152-168］。その原理が基本的にいまでも続いてい
るところは少なくない。他方、飲み水の分配をめぐるカースト差別は社
会制度の重要な一部となり、イギリス植民地期をつうじてそれが大きく
変わることはなかった。良く知られているように、アンベードカルが、
カースト制度撤廃運動のなかで、不可蝕民も他の人たちと同様に貯水
池の水を飲めるようにするべきだとして運動を起こしたのは1920年代
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後半のことである［Keer 1971: 69-108、訳書: 55-72］。
こうして、本来切り離せないはずの土地と水は事実上別々の制度また
は原理によって管理されることになった。それは、イギリスがインドの
環境に持ち込んだ制度の限界を端的に示している。
②環境の不安定性は、水以外の分野でもインド社会の生存基盤を脅

かしていた。イギリスと植民地政府の対応は、しばしば貿易や投資、軍
事目的と強く結びついており、その他の政策は歳入目的のものが多かっ
た。そのため、教育、健康・衛生、飢饉救済、森林保護などの面では、
生存基盤を支える伝統的な技術や制度との接合が十分でなく、両者のあ
いだに大きなギャップができてしまった。そしてそのギャップのいくつ
かは独立後の技術や制度にも残ったままになった。
こうして、人口が増加し、耕地が拡大し、非耕地の質が悪化するにつ
れて、土地の生産性そのものが水不足によって向上しなくなるだけでな
く、災害、森林伐採、環境劣化などの周辺からの圧力が土地生産性の改
善の可能性をさらに制限するという悪循環が生じた［Roy 2006: 172-181, 
Roy 2007］。膨大な余剰労働力は非効率的な運輸手段、水や薪の確保な
どに利用され、農業はこのようなセクターで働く人々にも食糧を提供し
なければならなかった。神田さやこは、エネルギーの不足が植民地期以
前からインドの産業発展の可能性を制約していた可能性を強調してい
る［Kanda 2007, Kanda 2009］。インドの農村では、いまなお調理などの
家庭用エネルギーをバイオマス・エネルギーに頼っているところが少な
くない［Ravindranath 1995］。もっとも、それが可能だったことが人口
扶養力や社会制度の持続性を支えていたとも言える。他方、農民による
非耕地（共有地）の有効利用が進んだ例も報告されている［柳澤 2007、
Yanagisawa 2008］。
南アジアの経済発展径路を、生存基盤の確保を重要な課題とする社
会の発展径路と理解するならば、一方で労働集約型・資源節約型経済
発展への傾向が、東アジア型径路ほどの生産性の上昇を経験しないまま
長期にわたって持続してきたと同時に、生存基盤の不安定性への高い対
応力が、高い人口扶養力と社会制度の持続性・安定性を規定し続けてき
たことを整合的に解釈できるように思われる。われわれは、こうした経
済発展径路を「生存基盤確保型経済発展径路」と呼べないだろうか。
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４　むすび

南アジアには、インド亜大陸の環境への適応としての、開放的で労働
集約型、資源・エネルギー節約型の経済発展径路が存在した。その努
力の方向は、東アジアのそれのように土地生産性の向上に収斂するわけ
でもなければ、西ヨーロッパの場合のように労働生産性の上昇を志向し
たわけでもなく、それらと比較すれば、圧倒的に不安定な気候、雨量、
疫病などの環境上の諸要素に対する格闘ということに焦点があったよ
うに思われる。その意味では、南アジア型発展径路は、「生存基盤確保
型」だった。資本集約型よりは労働集約型、資源・エネルギー集約型よ
りは節約型、という特徴づけは、いわば外からの観察にすぎない。しか
し、結果としてそのような土着の技術、制度の発展が見られたことを認
知することは重要である。資本集約型、資源集約型の発展は、基本的に
は西洋から移植され、土着の技術、制度とのギャップに悩みながら、ゆっ
くりと根づいていった。その歴史に照らせば、水不足など、環境への適
応を意識した改良品種の導入による「緑の革命」は、比較的効果が出や
すかったと言えよう。
図１に示したように、南アジア型径路は、人口で見ると、明らかに世

図１ 世界人口におけるインド、中国、欧米の比率、1500-1998年
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ドイツ、イタリア、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、スイス、イギリス。

（年）

（単位：％）
●

●

●

●

●



シンポジウム１‒4　南アジア型経済発展径路の特質

181

界経済の発展径路における３大径路の一つであり、かつ今後ますます重
要になっていく径路である。ＧＤＰの比重で見る世界史は、結局は西洋
型径路を基準にした世界史である。それに対し、人口は、労働集約型の
発展径路をより良く反映する。また、図２によって１人あたり所得の変
化を見ると、南アジアは、たしかに植民地期に西洋に大きな遅れをとっ
たが、中国を凌ぐ水準を維持しており、東アジアと南アジアの格差が大
きく開くのは独立以降のことであった。ここにも、環境の厳しい地域で
膨大な人口を抱える国が、19世紀以降、植民地支配を受けながらも多文
化性、広域性、開放性を生かしたことの一定のメリットと、独立を達成
するためにある程度までそのメリットを犠牲にしたことが反映している
ように思われる。

1991年の経済改革以降のインドは、固有の発展径路を持つ地域経済
として、グローバル化のメリットを自らの手で追求しはじめた。労働集
約型・資源節約型径路に比較優位の根拠を求めつつ、生存基盤の確保
のために培った不安定な環境への対応能力を発揮することによって、
「二径路説」では想定されていなかった状況のなかで発展径路を確立し、
南アジアが熱帯に位置する他の発展途上国に一つのモデルを提供する
とともに、グローバルな環境問題の解決にも貢献していくことが期待さ
れる。

図２ インド、中国、欧米の１人当たりGDPの変化、1500-1998年
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出典: Maddison 2001： 261, 264, 292-93, 298-99.
注：1950年以降は、インド、パキスタン、バングラデシュの合計。ヨーロッ
パ12ヶ国はオーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、
ドイツ、イタリア、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、スイス、イギリス。
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